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なく、当該数値

ついてもなんら

なしに変更され

の資料の著作

たは複製する

基準価額の水

数料：監査費

価証券

オプシ

負担い

社報酬

運用状

せん。

額については

異なりますの

・マネジメン

東財務局（金

人投資信託協

人第二種金融

い合わせ先 

ット・マネジ

部 

ケティング部

1-9170 

～17：00（12

ネジメントが情

の有価証券の取

社は、本資料に

値、情報、意見

補償するもの

れることもあり

作権はスパーク

ことを禁じま

水準等により

費用、目論見書

券（ファンド

ション取引等

いただきます

酬、保管会社

状況等により

 

は、保有期間

ので、詳しく

ント株式会社

金商）第 346

協会、一般社

融商品取引業

ジメント株式

部 

2/31～1/3、

情報提供のみを

取引を勧誘す

に含まれた数値

見、その他の記

のではありませ

ます。また、

クス・アセット

す。 

5 

変動するた

書や運用報告

を含む）の売

等に要する費

す。組入有価

社報酬などの

り変動するた

間等に応じて

は販売会社

社 

6 号 

社団法人日本

業協会 

式会社 

土日祝日、振

を目的として作

る目的で提供

値、情報、意見

記述を使用した

せん。ここに記

過去の実績に

ト・マネジメン

め、あらか

告書等の作成

売買の際に発

費用、外貨建て

証券がファ

費用がかか

ため、事前に料

て異なります

にお問い合わ

本投資顧問業

振替休日を除

作成したもので

されるもので

見、その他の記

た、またはこれ

記載された内容

に関する数値等

ントに属し、そ

じめ上限の額

成費用など諸

発生する売買

て資産の保管

ンドの場合に

る場合があ

料率・上限額

ので、表示

わせ下さい。

業協会 日本

除く） 

であり、金融商

はありません

記述の正確性、

れらに依拠した

容は、資料作成

等は、将来の結

その目的を問わ

額を示すこと

諸費用等なら

買委託手数料

管費用等を信

には、上記の

ります。これ

額等を示すこ

することが

。 

本証券業協会

商品取引法に基

。スパークス

完全性、妥当

たことに基づく

成時点のもので

結果をお約束す

わず書面による

とができませ

らびに組入有

料、先物取引

信託財産でご

の他に受託会

れらの費用は

ことができま

できません。

 

以 上

基

・

当

く

で

す

る

せ

有

・

ご

会

は

ま

。 

 

 

上 


